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Ⅰ．指定基準

◇訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成（居宅基準第７０条）

解釈通知

居宅サービス計画に基づきサービスを提供している訪問看護事業者については、当該居宅サービス計

画を作成している居宅介護支援事業者から訪問看護計画の提供の求めがあった際は、当該訪問看護計画

を提供することに協力するよう努めるものとする。

看護師等は、訪問看護計画書の作成に当たっては、その内容及び理学療法士、作業療法士若しくは言語

聴覚士による訪問看護については、その訪問が看護業務の一環としてのリハビリテーションを中心とし

たものである場合に、看護職員の代わりに訪問させるものであること等を説明した上で利用者の同意を

得なければならず、また、当該訪問看護計画書を利用者に交付しなければならない。

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定訪問看護を提供している利用者については、訪問看護計

画書及び訪問看護報告書は、看護職員（准看護師を除く。）と理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚

士が連携し作成すること。具体的には、訪問看護計画書には、理学療法士、 作業療法士又は言語聴覚士

が提供するものも含め訪問看護の内容を一体的に記載するとともに、訪問看護報告書には訪問日や主な

内容を記載 することに加え、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が提供した 指定訪問看護の内容

とその結果等を記載した文書を添付すること。

◇地域との連携等（居宅基準第３６条の２、第７４条）

① 指定訪問看護事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定訪問看護に関する利用者から

の苦情に関して市町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力

するよう努めなければならない。

② 指定訪問看護事業者は、指定訪問看護事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対し

て指定訪問看護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対しても指定訪問看護の提

供を行うよう努めなければならない。
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Ⅱ．報酬

◇算定の要件

イ及びロについて、通院が困難な利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大臣が定める疾病等の患

者並びに精神科訪問看護・指導料（診療報酬の算定方法（平成 20年厚生労働省告示第 59号）別表第一

医科診療報酬点数表（以下「医科診療報酬点数表」という。）の区分番号Ⅰ012 に掲げる精神科訪問看護・
指導料をいう。）及び精神科訪問看護基本療養費（訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定

方法（平成 20年厚生労働省告示第 67号）別表の区分番号 01-２の精神科訪問看護基本療育費をいう。）

に係る訪問看護の利用者を除く。）に対して、その主治の医師の指示（訪問看護ステーションにあっては、

主治の医師の交付した文書による指示）及び訪問看護計画に基づき、保健師、看護師、准看護師又は理学

療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士（以下「看護師等」という。）が訪問看護を行った場合に、所定

単位数を算定する。

居宅算定基準留意事項

＊「通院が困難な利用者」について

訪問看護費は「通院が困難な利用者」に対して給付することとされているが、通院の可否にかかわら

ず、療養生活を送る上での居宅での支援が不可欠な者に対して、ケアマネジメントの結果、訪問看護の提

供が必要と判断された場合は訪問看護費を算定できるものである。加えて、理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士（以下、「理学療法士等」という。）による（介護予防）訪問看護については、通所リハビリテ

ーションのみでは家屋内におけるＡＤＬの自立が困難である場合であって、ケアマネジメントの結果、

看護職員と理学療法士等が連携した家屋状況の確認を含めた（介護予防）訪問看護の提供が必要と判断

された場合に、（介護予防）訪問看護費を算定できるものである。「通院が困難な利用者」の趣旨は、通

院により、同様のサービスが担保されるのであれば、通院サービスを優先すべきということである。

◇理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の訪問について

理学療法士等による訪問の場合   ２９３単位/回

※介護予防 ２８３単位/回

○ １日に２回を超えて指定訪問看護を行った場合      100 分の 90に相当する単位数/回

          指定介護予防訪問看護を行った場合  100 分の 50に相当する単位数/回

○ 利用者に対して、理学療法士等による指定介護予防訪問看護の利用を開始した日の属する月から起算

して 12 月を超えて理学療法士等が指定介護予防訪問看護を行う場合は、１回につき５単位を所定単

位数から減算する。

居宅算定基準留意事項（介護予防共通）
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③ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問看護は、１日２回を超えて（３回以上）行う場合

には１回につき所定単位数の 100分の 90に相当する単位数を算定する。

介護予防訪問看護である場合は、所定単位数の100分の 50に相当する単位数を算定する。

なお、当該取扱いは、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が連続して３回以上（介護予防）訪問

看護を行った場合だけでなく、例えば午前中に２回、午後に１回行った場合も、同様である。  

（例）１日の訪問看護が３回である場合の訪問看護費

１回単位数×（90／100）×３回
（例）１日の介護予防訪問看護が３回である場合の介護予防訪問看護費

１回単位数×（50／100）×３回
④ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪問看護を提供している利用者については、毎回の訪問

時において記録した訪問看護記録書等を用い、適切に訪問看護事業所の看護職員及び理学療法士、作業

療法士若しくは言語聴覚士間で利用者の状況、実施した内容を共有するとともに、訪問看護計画書（以

下、「計画書」という。）及び訪問看護報告書（以下、「報告書」という。）は、看護職員（准看護師を除

く）と理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が連携し作成すること。また、主治医に提出する計

画書及び報告書は理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が実施した内容も一体的に記載するものと

し、報告書には、理学療法士、作業療法士 又は言語聴覚士が提供した訪問看護の内容とその結果等を

記載した文書を添付すること。

介護予防算定基準留意事項

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が提供する介護予防訪問看護の利用が 12 月を超える場合は、

介護予防訪問看護費から５単位減算する。なお、入院による中断があり、かつ、医師の指示内容に変更が

ある場合は、新たに利用が開始されたものとする。また、本取扱いについては、令和３年４月から起算し

て 12 月を超える場合から適用されるものであること。

令和 3年度介護報酬改定に関するＱ&Ａ（Vol.３）

問 12 理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士による訪問看護は、訪問看護事業所のうち、訪問看護ス

テーションのみで行われ、訪問看護計画書及び訪問看護報告書は、看護職員（准看護師を除く）と理学

療法士、作業療法士及び言語聴覚士が連携し作成することが示されたが、具体的にはどのように作成す

ればよいのか。

答 12

・ 訪問看護ステーションの理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士（以下、理学療法士等という。）が

訪問看護を行っている利用者の訪問看護計画書及び訪問看護報告書については、当該訪問看護ステー

ションの看護職員（准看護師除く）と理学療法士等が利用者等の情報を共有した上で、「訪問看護計画

書及び訪問看護報告書等の取扱いについて」（平成 12 年３月 30 日老企第 55 号）に示す様式に準

じて提供したサービス等の内容を含めて作成することとしており、これにより適切な訪問看護サービ

スが行われるよう連携を推進する必要がある。

・ なお、看護職員と理学療法士等との連携の具体的な方法については、「訪問看護事業所における看護
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職員と理学療法士等のより良い連携のための手引き（第２版）」（平成 29 年度厚生労働健康増進等事

業訪問看護事業における看護職員と理学療法士等のより良い連携のあり方に関する調査研究事業〈全

国訪問看護事業協会〉においても示されており、必要に応じて参考にしていただきたい。

問 13 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士による介護予防訪問看護について、当該事業所においてサ

ービスを継続しているが、要介護認定の状態から要支援認定へ変更となった場合の 12 月の取扱如何。

答 13 法第 19 条第２項に規定する要支援認定の効力が生じた日以降で、理学療法士・作業療法士・言

語聴覚士による当該サービスを利用開始した日が属する月をもって、利用が開始されたものとする。た

だし、要支援の区分が変更された場合（要支援１から要支援２への変更及び要支援２から要支援１への

変更）はサービスの 利用が継続されているものとみなす。

令和 3年度介護報酬改定に関するＱ&Ａ（Vol.３）

問４ 介護予防訪問・通所リハビリテーション及び介護予防訪問看護からの理学療法士・作業療法士・言

語聴覚士による訪問について、12 月以上継続した場合の減算起算の開始時点はいつとなるのか。ま

た、12 月の計算方法は如何。

答４

・ 当該サービスを利用開始した日が属する月となる。

・ 当該事業所のサービスを利用された月を合計したものを利用期間とする。

◇介護老人保健施設等を退所・退院した日の訪問看護の取扱い

居宅算定基準留意事項

介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院及び医療機関を退所・退院した日については、厚

生労働大臣が定める状態（利用者等告示第６号※特別管理を行う状態）にある利用者又は主治の医師が
退院・退所をした日に訪問看護が必要であると認める利用者に限り、訪問看護費を算定できることとす

る。なお、短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）においても同様である。

◇看護体制強化加算

訪問看護 (1)看護体制強化加算(Ⅰ)：５５０単位/月
(2)看護体制強化加算(Ⅱ)：２００単位/月

介護予防 看護体制強化加算：  １００単位/月

厚生労働大臣が定める基準

イ 看護体制強化加算（Ⅰ）
(１) 指定訪問看護ステーションである指定訪問看護事業所にあっては、次に掲げる基準のいずれにも

適合すること。
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(一) 算定日が属する月の前六月間において、指定訪問看護事業所における利用者の総数のうち、緊急

時訪問看護加算を算定した利用者の占める割合が１００分の５０以上であること。

(二) 算定日が属する月の前六月間において、指定訪問看護事業所における利用者の総数のうち、特別

管理加算を算定した利用者の占める割合が１００分の２０以上であること。

(三) 算定日が属する月の前十二月間において、指定訪問看護事業所におけるターミナルケア加算を

算定した利用者が５名以上であること。

(四) 当該事業所において指定訪問看護の提供に当たる従業者の総数のうち、保健師、看護師又は准看

護師の占める割合が１００分の６０以上であること。ただし、指定訪問看護事業所が、指定介護予防

訪問看護事業所の指定を併せて受け、かつ、指定訪問看護の事業と指定介護予防訪問看護の事業とが

同一の事業所において一体的に運営されている場合における、当該割合の算定にあっては、指定訪問

看護を提供する従業者と指定介護予防訪問看護を提供する従業者の合計数のうち、保健師、看護師又

は准看護師の占める割合によるものとする。

(２) 指定訪問看護ステーション以外である指定訪問看護事業所にあっては、(１)(一)から(三)までに掲

げる基準のいずれにも適合すること。

ロ 看護体制強化加算（Ⅱ）
(１) 指定訪問看護ステーションである指定訪問看護事業所にあっては、次に掲げる基準のいずれにも

適合すること。

(一) イ(１)(一)、(二)及び(四)に掲げる基準のいずれにも適合すること。

(二) 算定日が属する月の前十二月間において、指定訪問看護事業所におけるターミナルケア加算を

算定した利用者が一名以上であること。

(２) 指定訪問看護ステーション以外である指定訪問看護事業所にあっては、イ(１)(一)及び(二)並びに

ロ(１)(二)に掲げる基準のいずれにも適合すること。

<経過措置>

１ 令和５年３月 31日までの間は、イ(1)(四)は適用しない。

２ 令和５年３月末日時点で看護体制強化加算を算定している事業所であって、急な看護職員の退職等

により当該要件を満たせなくなった場合においては、指定権者に定期的に採用計画を提出することで、

当該計画に定める期間を経過する日までの間は同要件の適用を猶予することができる。

居宅算定基準留意事項

④ 看護職員の占める割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前月（暦月）の平均を用い

ることとする。なお、当該割合が 100分の 60 から１割を超えて減少した場合（100 分の 54 を下回

った場合）には、その翌月から看護体制強化加算を算定できないものとし、１割の範囲内で減少した場

合（100分の 54以上 100 分の 60 未満であった場合）には、その翌々月から当該加算を算定できな

いものとすること（ただし、翌月の末日において100分の 60以上となる場合を除く。）。



6

令和 3年度介護報酬改定に関するＱ&Ａ（Vol.３）

問１ 看護体制強化加算に係る経過措置について、令和５年４月１日以後に「看護職員の 離職等」によ

り基準に適合しなくなった場合の経過措置が示されているが、看護職員の離職以外にどのようなもの

が含まれるのか。  

答１ 看護職員の離職以外に、看護職員の病休、産前産後休業、育児・介護休業又は母性健康管理措置と

しての休業を取得した場合が含まれる。

◇サービス提供体制強化加算

訪問看護

(1)イ又はロを算定している場合

・サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  ６単位/回
・サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  ３単位/回
(２)ハを算定している場合

・サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ５０単位/月
・サービス提供体制強化加算（Ⅱ） ３０単位/月

介護予防訪問看護

・サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ６単位
・サービス提供体制強化加算（Ⅱ） ３単位

厚生労働大臣が定める基準

イ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

(1) 当該事業所の全ての看護師等（居宅基準第６０条第１項）に対し、看護師等ごとに研修計画を作成

し、当該計画に従い、研修（外部における研修を含む。）を実施又は実施を予定していること。

(2) 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該事業所における

看護師等の技術指導を目的とした会議を定期的に開催すること。

→ 「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項」とは、少なくとも、次に掲げる
事項について、その変化の動向を含め、記載しなければならない。

   ・利用者のADLや意欲

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望

   ・家族を含む環境

   ・前回のサービス提供時の状況

   ・その他サービス提供に当たって必要な事項

(3) 当該事業所の全ての看護師等に対し、健康診断等を定期的に実施すること。

→ 非常勤職員も含め、少なくとも１年に１回以上、事業者の負担で実施しなければならない（新たに加
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算を算定する場合においては、１年以内の実施が計画されていれば可）。

(4) 当該事業所の看護師等の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が 100 分の 30 以上で

あること。

→ 勤続年数とは、各月の前月末日時点における勤続年数をいう。
  → 同一法人等の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等における
サービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができる。

  → 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く）の平均を用い
る。ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含

む。）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均を用いるこ

ととなる。したがって、新

たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月目以降届出が可能となる。

  → 上記ただし書き(届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均による実
績)の場合は、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合につき、毎月継続的に所定の

割合を維持しなければならない。

    なお、その割合については、毎月記録し、所定の割合を下回った場合は、直ちに加算廃止の届出が必

要である。

ロ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

(1) イ(1)から(3)までに掲げる基準のいずれにも適合すること。  

(2) 当該事業所の看護師等の総数のうち、勤続年数３年以上である者の占める割合が 100 分の 30 以

上であること。

居宅算定基準留意事項

① 研修について

看護師等ごとの「研修計画」については、当該事業所におけるサービス従事者の資質向上のための研修

内容の全体像と研修実施のための勤務体制の確保を定めるとともに、看護師等について個別具体的な研

修の目標、内容、研修期間、実施時期等を定めた計画を策定しなければならない。

② 会議の開催について

（略）おおむね１月に１回以上開催されている必要がある。

「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項」とは、少なくとも、次に掲げる事

項について、その変化の動向を含め、記載しなければならない。

・利用者のADLや意欲

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望

・家族を含む環境

・前回のサービス提供時の状況

・その他サービス提供に当たって必要な事項
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④ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く）の平均を用い

る。

令和 3年度介護報酬改定に関するＱ&Ａ（Vol.３）

問 126 「10 年以上介護福祉士が 30％」という最上位区分の要件について、勤続年数はどのように計

算するのか。

答 126

・ サービス提供体制強化加算における、勤続 10 年以上の介護福祉士の割合に係る要件については、

－ 介護福祉士の資格を有する者であって、同一法人等での勤続年数が 10 年以上の者の割合を要件と

したものであり、

－ 介護福祉士の資格を取得してから 10 年以上経過していることを求めるものではないこと。

・ 「同一法人等での勤続年数」の考え方について、

－ 同一法人等（※）における異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる雇用形態、職種（直接処
遇を行う職種に限る。）における勤続年数

－ 事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更がない

など、事業所が実質的に継続して運営していると認められる場合の勤続年数は通算することができ

る。

（※）同一法人のほか、法人の代表者等が同一で、採用や人事異動、研修が一体として行われる等、職員

の労務管理を複数法人で一体的に行っている場合も含まれる。

・ なお、介護職員等特定処遇改善加算において、当該事業所における経験・技能のある介護職員の「勤

続年数 10 年の考え方」とは異なることに留意すること。
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★加算の届出の際は、以下ホームページを事前にご確認ください。

https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/hukushi-hoken/koreisha/shinsei-henkou/taisei/

長崎県HP > 組織で探す > 福祉保健部 長寿社会課 > 介護保険事業者の諸手続き

> 加算・減算の届出について

○ 添付書類一覧をご確認

の上、必要書類をご用意

ください。

○ (1)～(3)は必ず必要な

書類です。


